
この「退職福祉部号」は、年度1回の発行として、そ

の年度の事業内容につきご案内をしております。�

退職福祉部制度は一生涯の福利厚生事業となって

おり、事業に関する請求手続きや退職後の異動、変更

内容に関する手続きなどを掲載しております。�

退職福祉部に加入いただいております皆様へ唯一

のお知らせとなりますので、ご家族の皆様も目を通し

ていただき、会員様がこの退職福祉部制度に加

入し、どのような事業の適用が受けられるのか

確認いただければ幸いです。�

お問い合わせは、下記までお電話ください。�

発　行　(一財)高知県市町村職員互助会　〒780-0870　高知市本町5丁目3-20　高知共済会館内 �

　　　　TEL 088-824-1306（直） 　TEL 088-823-3213（代） 　FAX 088-823-5270�

　　　　ホームページ　　http://www.kochi-kyosai.jp/gojyokai/index.html



6,339人

2,863人

169,098,528円

69,000,560円

2,851,000円

240,950,088円
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9,459人

5,512人
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143人

26人

9,602人

5,538人

退職福祉部は、現職期間中にご本人の意思により加入（任意加入）された会員に、掛金を納
めていただき、退職後一生涯に亘り、医療費補助金等の事業の適用を受けることができる制度
となっております。
この事業の原資としては、現職中に納めていただいた掛金を準備金として積立て、その準備
金により給付等の支出を行なっております。
29年度決算により、事業収入となります掛金については現職会員の減少に伴い、昨年度より
約7,053千円の減少となりました。一方では、財源に大きく影響する利息及び配当金についても、
高利率で運用を行っていた有価証券（国債・地方債・社債等）の満期償還が続き、償還後の運
用においても厳しい状況が続いております。
平成19年度以降、収入を上回る支出が続き、本年度につきましても、137,108千円の給付準備
金の取崩しにより補てんし、次年度繰越給付準備金は5,734,906千円となりました。

©現職会員数と退職会員数

29年度決算28年度決算

△183人

△ 41人

6,156人

2,822人

現 職 会 員 数

配偶者現職会員数

退 職 会 員 数

配偶者退職会員数

©事業収入

△7,053,082円

△5,808,776円

234,000円

△12,627,858円

162,045,446円

63,191,784円

3,085,000円

228,322,230円

掛 金

利 息 及 び 配 当 金

償 還 差 益

計

28年度決算 比較増△減29年度決算区分科目

区分種別
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284,553,400円

8,150,000円

4,805,370円

2,438,900円

29,871,308円

1,648,159円

331,467,137円

12,059,500円

△470,000円

803,061円

180,553円

552,777円

625,002円

13,750,893円

296,612,900円

7,680,000円

5,608,431円

2,619,453円

30,424,085円

2,273,161円

345,218,030円

医 療 費 補 助 金

弔 慰 金

返 還 一 時 金

施 設 利 用 助 成 金

短期人間ドック助成金

研 修 旅 行 助 成 金

計

管理費の内訳は次のとおりです。
職 員 給 与・・他業務との兼務により3名の職員が行い、うち１名分の給与を支出
事 務 費・・必要書類の印刷費、郵送料、電話代等
委 託 費・・医療費の自動給付にかかる情報提供料（医療費給付にかかる自己負担額等）
委託管理費・・会員管理や給付管理、給付等の処理を行うためのシステム保守費用
賃 借 料・・事務室料と機器のリース料
普 及 費・・会報等の作成費
負 担 金・・システム改修費用、給付送金手数料等、職員の労働保険料等
その他事務局経費・・光熱費、消費税、保険料
退職福祉部では、一生涯の福利厚生を行うため5年ごとに再計算を行い、必要とあれば財源
や事業の見直しを行っております。医療費改正等の収支状況も見据えた中で会員の負担を軽減
できる形で運営を考えておりますが、現在、掛金を納めていただいている現職会員の方が退職
をされた後も、現行に近い制度維持ができるような見直しを検討していきたいと考えておりま
す。今後とも、会員の皆さまのご理解とご協力をお願いいたします。

©事業支出

比較増△減29年度決算28年度決算区分科目

6,035,510円
2,112円
55,557円

2,934,897円
1,105,150円
2,107,296円
2,952,469円
286,500円
2,557,104円
4,018,603円
22,055,198円

△3,579,250円
0円

△40,371円
△314,167円
16,675円
12,264円

△937,329円
△16,200円
356,340円　
△316,669円
△4,818,707円

2,456,260円
2,112円
15,186円

2,620,730円
1,121,825円
2,119,560円
2,015,140円
270,300円
2,913,444円
3,701,934円
17,236,491円

職 員 給 与
厚 生 費
旅 費
事 務 費
委 託 費
委 託 管 理 費
賃 借 料
普 及 費
負 担 金
その他事務局経費

計

©管理費

比較増△減29年度決算28年度決算区分科目



◇住所・連絡先が変わったとき

◇金融機関を変更されるとき

◇氏名が変わったとき

◇健康保険証が変わったとき

◇後期高齢者になられたとき
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会員の皆様およびご家族の方へ
退職福祉部は、県下の市町村役場および一部事務組合等や公立学校（市町村より給与を受け
ていた方）にお勤めされていた方やその配偶者の方で、退職会員及び配偶者退職会員の資格を
取得された方に対して給付等をおこなっております。
次の内容に該当する場合は、退職福祉部までご連絡をお願いいたします。
なお、医療費補助金・弔慰金・施設利用助成金に関しましては、その事由が発生してから満
２年をもって消滅いたします。請求の際は、ご注意ください。また、医療費補助金の自動給付
方式の場合も、２年の時効は同様の取扱いとなりますので、対象となる給付が６ヶ月以上、送
金されない場合は、互助会までお問い合わせいただきますよう、お願いいたします。
各事業の詳細につきましては、次により各ページをご覧いただき、ご確認ください。

また、給付をおこなうためには会員の方のご住所や送金指定口座及び加入されている健康保

険を登録する必要があります。そのため、次の変更があった場合は届出が必要となりますので、

必ず退職福祉部までご連絡をお願いいたします。

※後期高齢者医療制度に変更にな

られる場合は、75歳の誕生日の月

はじめに手続きをお願いする文書

を送付します。

なお、75歳以前に後期高齢者

医療制度に変更になられた場合

は、ご連絡をお願いします。

☆障害認定を受けられている方で、次に該当される場合はご連絡ください。

①医療費の自己負担額が発生している場合で、退職福祉部からの給付が中断されている方。
②医療費の自己負担額が発生していない場合で、退職福祉部からの給付の支給がある方。

◇病院や薬局で医療費を
支払ったとき

…… 5～9ページ

◇３泊４日以上の旅行に
行かれたとき

…… 10ページ

◇お亡くなりになられたとき
…… 10ページ

◇人間ドックを受けられるとき
…… 15ページ

◇契約施設で宿泊されたとき
……… 10ページ

（指定宿泊施設一覧表12～14
ページ）
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＊　健康保険証を使った治療費等の自
己負担額。

＊　コルセット代等の療養費払いをし
たもの。

病院や薬局で医療費を支払ったとき → 医療費補助金・配偶者医療費補助金�病院や薬局で医療費を支払ったとき → 医療費補助金・配偶者医療費補助金�
１.給付の対象になるもの

健康保険証を使って医療機関等で治療等を受けたときに支払った自己負担額が対象となりま
す。保険外の自己負担額については対象となりません。ただし、コルセット等の療養費払いに
ついては対象となりますので、「領収書の写し」、「装着証明書の写し」、「保険者負担分の金額
が証明できる書類」を添付して請求してください。

※介護保険をご使用の場合は、対象となりません。

2.給付の対象となる金額

国民健康保険法等による公費負担額を除いた自己負担額のうち退職会員は１件につき5,000
円、配偶者退職会員は１件につき6,000円を超えた額を給付します。ただし、最低給付額が500
円のため、１件につき退職会員は5,500円以上、配偶者退職会員は6,500円以上自己負担したと
きに給付の対象となります。

【給付の対象となるもの】 【給付の対象とならないもの】

＊　入院時食事代および居住費
＊　室料
＊　文書代
＊　予防接種
＊　その他保険適用外分

☆　１件の取り扱い（国民健康保険法等による）について
①暦月ごとに計算。（月の初日から月末までを1ヶ月として計算します。）
② 医療機関ごと、入院・外来は別々となります。総合病院で複数の科を受診されたときは合計
して１件としますが、総合病院での歯科診療は、一医療機関と見なします。

③ 調剤薬局分は、医療機関とは別です。（処方箋を発行された医療機関ごとになりま
すので処方箋発行医療機関の記載がない場合は書き添えてください。）
ただし、調剤薬局分と処方箋を交付した医療機関の医療費を合算したときに、高
額療養費の該当になる場合は合算して１件として取り扱います。

※　前期高齢者（70歳から74歳）及び後期高齢者医療制度の方（75歳以上またはある
一定の障害がある65歳以上）につきましては、外来合算額・世帯合算額に該当した
場合、住民税課税区分により１件の取り扱いが異なってきます。

☆　100円未満の端数は切り捨てます。
☆　保険者より附加給付等がある場合は、更にその額を差し引き
ます。（附加給付がある場合は、内容につきお知らせください。）
☆　退職福祉部の給付対象上限額は72,300円です。
住民税課税区分や年齢により上限額は、異なりますので、次表
をご確認ください。
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◎　（ ）は過去12ヶ月以内に高額療養費に該当した場合の、4回
目以降の自己負担限度額です。
◎　退職福祉部の給付額は、上記給付対象上限額までの自己負担額
から、退職会員は5,000円、配偶者退職会員は6,000円を差し引い
た額となります。
◎　高額療養費（※注１）については各保険者への請求となります
ので、加入健康保険者にお問い合せいただき、ご請求ください。
ただし、「限度額適用認定証」（※注２）を提出する場合は、窓口負担額が高額療養費自己

負担限度額となっておりますので、請求の必要はありません。
※複数の医療機関を受診すると、請求が必要な場合があります。
◎　上記給付対象上限額は、退職福祉部における上限額ですので、高額療養費とは異なります。
※「区分ア・イ・ウ」の方の高額療養費自己負担限度額は、80,100円以上で区分により計算
されます。

（※注１）「高額療養費」とは
課税区分や年齢により異なりますが、高額な医療費の自己負担が一定額を超えた部分に

払い戻される制度です。健康保険診療以外の自費診療や入院時の食事代・居住費・室料等
は含まれません。
（※注２）「限度額適用認定証」とは

健康保険証とあわせて「限度額適用認定証」を薬局や病院窓口に提示することで、支払
額が高額療養費自己負担限度額までとなります。
手続きについては「限度額適用認定証」の申請が必要ですので、健康保険証の保険者

（市町村の国民健康保険の方は市町村役場、協会けんぽの保険証の方は全国健康保険協会
等）にお問い合わせください。

〔70歳未満〕

区　　分 給付対象上限額

アイ 年収約770万円超
健保：標準報酬月額53万円以上　国保：年間所得600万円超

72,300円

ウ 年収約370万円～約770万円
健保：標準報酬月額28万円以上53万円未満　国保：年間所得210万円以上600万円未満

72,300円（44,400円）

エ 年収約370万円未満
健保：標準報酬月額28万円未満　国保：年間所得210万円未満

57,600円（44,400円）

オ 住民税非課税者 35,400円（24,600円）
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